
 

令和７年２月１０日 
都市整備部住宅課 

 

居住支援法人へのヒアリングについて 

 

 

１ 目  的 

  居住支援法人については、活動エリアのほか、サービス対象者やサービ

ス内容、法人の形態等多種多様となっている。住宅確保要配慮者に対する

居住支援の安定的な提供、本区の課題解決に向け、当該法人との連携方法

を検討するにあたっての基礎調査として、各法人の活動内容や実態を把握

する。 

  

２ 概  要 

 ・対  象：江東区を活動エリアとする居住支援法人 

・調査方法：電話・訪問によるヒアリング等 

・期  間：６年度および７年度 

 

３ 調査結果(中間報告) 

（１） 東京都の指定する居住支援法人５０法人のうち江東区を支援対象エ

リアとする２７法人体の活動を電話にて調査。２２法人より江東区で

の支援が可能という回答あり。 

（積極的に支援：４法人 依頼があれば対応：１８法人） 

 

（２） 江東区での支援が可能と回答があった２２法人のうち、所在地が江

東区近隣にある法人へ訪問によるヒアリングを開始。 

８法人訪問予定、これまでに３法人にヒアリングを実施。 

 

居住支援法人Ａ 

居住支援事業 物件紹介、内覧等同行、見守り支援等 

担当者数 ４名 対象エリア 江東区、他３区 

対象者 高齢者、障害者、ひとり親 

その他 入居後の地域定着支援、福祉サービスとの連携も行う 

居住支援以外の主な事業 障害者支援事業 
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居住支援法人Ｂ 

居住支援事業 物件紹介、見守り支援等 

担当者数 １名 対象エリア ２３区、近隣市 

対象者 高齢者 

その他 サブリース物件の借り上げ、自社物件の確保に注力している 

居住支援以外の主な事業 不動産売買・賃貸管理事業 

 

居住支援法人Ｃ 

居住支援事業 物件紹介、内覧等同行、福祉等相談、見守り支援 

残置物処理等 

担当者数 ３名 対象エリア ２３区 

対象者 高齢者、障害者、ひとり親 

その他 入居後の生活支援、就労支援も行う 

居住支援以外の主な事業 障害者支援事業 

 

４ 今後の展開 

令和６年度 計４法人のヒアリングを完了 

令和７年度 計４法人のヒアリングを完了     

連携方法等の検討 

居住支援協議会報告 
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江東区居住支援協議会  会則 
令和６年４月１日改定 

（名 称） 
第１条  この会は、江東区居住支援協議会（以下「本会」という。）という。 
（目 的） 
第２条  本会は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に

基づき、低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯その他住宅の確保に特

に配慮を要する者（以下「住宅確保要配慮者」という。）の民間賃貸住宅への円滑

な入居の促進及び住宅確保要配慮者向けの賃貸住宅の供給の促進、その他必要な措

置について協議することにより、江東区における福祉の向上と住みやすい地域づく

りに寄与することを目的とする。 
（活 動） 
第３条  本会は、前条の目的を達成するために、住宅ストックの有効活用を基本と

し、次の事業を行う。 
１  住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進及び居住の安定方策に

関すること。 
２  住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等の支援に関

すること。 
３  住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の供給の促進に関すること。 
４  その他目的達成のために必要な事業 
（会 員） 
第４条  本会の会員は、地方公共団体及び宅地建物取引業者、賃貸住宅を管理する

事業者、住宅確保要配慮者に対し居住に係る支援を行なう者等の各団体から推薦さ

れた者とする。 
（会長および副会長） 
第５条  本会に次の役員を置く。 
  一  会長   １名 
  二  副会長  １名 
２  会長は、江東区都市整備部長、副会長は江東区福祉部長とする。 
３  会長は、本会の議長となり、会議を総括する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
５ 会長及び副会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名する会員がその職務

を代理する。 
（会の運営） 
第６条  本会は、会長が必要に応じて開催する。 
２  会長は、必要があると認めるときは、会員以外の団体・個人に対し本会への出

席を求めることができる。 
（事務局） 

参考
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第７条 本会の事務局は、江東区都市整備部住宅課に置く。 
（雑 則） 
第８条  この会則に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が定

める。 
（秘密保持） 
第９条 会員は、本会の活動により知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のため

に使用してはならない。 
 
附  則 
（施行期日） 
この会則は、平成２３年９月５日から施行する。 
附  則 
（施行期日） 
この会則は、平成２６年１１月２５日から施行する。 
附  則 
（施行期日） 
この会則は、平成２８年４月１日から施行する。 
 
〔 参加団体 〕 

民間事業者団体   公益社団法人 東京都宅地建物取引業協会江東区支部 

公益社団法人 全日本不動産協会東京都本部城東第二支部 

公的賃貸住宅事業者 東京都住宅供給公社（ＪＫＫ） 

独立行政法人 都市再生機構（ＵＲ都市機構） 

居住支援団体    社会福祉法人 江東区社会福祉協議会 

地方公共団体    東京都 

江東区 

福祉部長             〔副会長〕 

障害福祉部長 

生活支援部長 

こども未来部長 

都市整備部長           〔会 長〕 

福祉部長寿応援課長     （高齢者支援・施設整備） 

〃 地域ケア推進課長   （高齢者支援） 

障害福祉部障害者施策課長  （障害者支援） 

〃   障害者支援課長  （障害者支援） 

生活支援部保護第一課長   （生活保護受給者支援） 

〃   生活応援課長   （子育て世帯支援） 

こども未来部こども家庭支援課長 （子育て世帯支援） 

都市整備部住宅課長     （区営住宅運営管理） 


